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きょうの話

◎トリチウム処理水をめぐる新聞報道の変遷

◎トリチウム報道の特徴

◎メディアの分断

◎何が風評を起こすのか

◎風評を防ぐ報道は可能か



マスコミで何が論点とされてきたのか。
①海洋放出以外に方法はないのか

②漁業関係者と自治体など地元の合意、理解をどう得るのか

③東電（隠蔽体質）は信頼を取り戻せるのか

④トリチウム水を流したときの風評被害をどう食い止めるか

⑤トリチウムの科学的側面を正しく伝えているか（不安を煽って
いないか）

⑥海洋放出で水産物やヒトの健康に影響はあるのか

⑦汚染水は今後も増える。地下水を止める抜本策が必要では

⑧中国や韓国など海外からの批判にどう応えるか

■いまマスコミが話題にしているのは②③④⑤⑥⑧



①タンク水が大きな問題に
なったのはいつか

東電への不信感、信頼感の問題が

ここから発生



タンク水が大問題になったのは2018年8月19日に共同通信が「放
射性物質は除去されていない」と報じてからだ。河北新報も続報。
以来、各紙で「問題隠し」が出るようになった（18/8/27木野龍逸
氏の記事から抜粋）



朝日新聞18/10/5社説＝「福島の汚染水、問題隠しは許さ
れぬ」との見出し。毎日新聞も同様の社説だった
•東電は「浄化処理すればトリチウム（三重水素）以外の放射性
物質を除去できる」としてきた。ところが、敷地内のタンクに
貯蔵されている処理水８９万トンのうち、基準値を上回る放射
性物質を含むものが７５万トンあった。６万５千トンが基準値
の１００倍を超えており、中には約２万倍のものもあるという。

•初期のＡＬＰＳには不具合や性能不足があったほか、できるだ
け長時間、ＡＬＰＳを稼働させようと、放射性物質を取り除く
吸着材の交換頻度を少なくした――。東電はそう説明している。

•こうした事実を早くからつかんでいたにもかかわらず、東電は
積極的には説明してこなかった。「自社のサイトにデータを掲
載してきた」と釈明しているが、膨大なデータの中から第三者
が問題点をすくい取ることはまず無理だ。「都合の悪い問題を
意図的に隠した」と批判されてもしかたあるまい。



毎日新聞（2018年10月5日）社説

◎見出し「『問題隠し』は許されぬ」

・「ALPSで処理したあとも、放射性のストロンチウムやヨウ素
などが基準を超えて残っていたのだ。処理水８９万トンのうち、
基準値を上回る放射性物質を含むものが７５万トンあり、うち６
万５千トンは基準の１００倍を超えていた。自社のサイトにデー
タを掲載してきたと釈明しているが、第三者が問題点をすくいと
ることはまず無理だ。都合の悪い問題を意図的に隠したとひはん
されてもしかたあるまい。議論の土台が崩れた。処分法の検討は
振出に戻った・・」

■まさかそんなこととは知らなかったという驚きと落胆



2020年３月８日のTBSサンデーモーニング。「無害化された水」

と思い込んでいたのに、真実を知った。水島宏明上智大学教授
（元日本テレビ）の記事で私も恥ずかしながら初めて知った。



処理水報道の変遷「処理水」の定義を厳密に

◎タンクの水は海へ流しても大丈夫な水だとみなが思っていた。
ところが、2020年3月、TBSのサンデーモーニングで「トリチウ
ムのほかに62種類の放射性物質が残っている」と報道。みな驚
いた。東京電力は隠していた。

◎実は、2016年11月の経産省の委員会に提出していたが、2018
年8月にこれを共同通信が報道。新聞各社がそろって東電の体質
を非難した。「東電が情報を隠蔽」と。

◎2021年4月、タンク水の実態を正しく知ってもらうため、東電
と経産省は「処理水」と「処理途上水」という言葉に統一した。
実態が分かったあとは、「風評被害」が主な懸念事項になった。



東電や国がタンク貯留水の中
身を正しく伝達しなかったこ
とが、メディアに批判された



タンクは1,066基、約130万ｍ3(22年11月17日時点）



燃料デブリを冷やすための水と地下水、雨水がＡＬＰＳ
で浄化され、タンクへ貯留。処理水



タンクの中のアルプス処理水は一様ではない

◎燃料デブリを冷やして、
ALPS施設へ向かう水は
「汚染水」。浄化されてタ
ンクに入った水は「アルプ
ス処理水」だが、６２種類
（セシウム、ルテニウムな
ど）の放射性物質が基準以
上に残っている水は「処理
途上水」。放流されるのは
「処理水」または「アルプ
ス処理水」



現在、処理水は処理途上水が６８％（再処理が必要）。テレビに
よく出る透明の水（右）はALPS処理水（トリチウムのみが基準以
上に残り、他の放射線物質は基準以下。ゼロではない）



タンクの約
７割は放出
基準（告示
濃度限度比
総和）以上
の状態



タンク水のうち約７割は再処
理が必要で、基準以上の放射

性物質が残っている
トリチウムだけは除去できず、すべてのタ
ンクに放出基準以上のトリチウムが残って
いる。希釈して放出する。これらのことが

正しく報道されていなかった



②タンクのトリチウムへ
の誤解とは何か



トリチウムへの誤解
◎私の友人＝「原発事故が起きたから、トリチウムが発生したん
だよね。そんな危ないものを海へ流してよいのか」

◎トリチウムは、通常の原発の運転でも発生している。半減期は
約１２日。体内に蓄積しない。体内に入っても、１０日ほどで半
分が排出される。タンパク質に結合した「有機結合型トリチウ
ム」は確かに発がん性があるが、他の発がん性物質と同じように
自然修復され、最終的には排出される。飲料水のガイドラインは
１ℓあたり１万ベクレル。これを１年間、毎日、飲み続けて、１
ミリシーベルト程度の影響。その強さは放射性セシウムの約７０
０分の１（トリチウム水を飲んだ場合のβ線の影響）。

◎そもそも自然の海に１ベクレル程度のトリチウムあり。水と同
じ性質なので、重金属のように生物が濃縮することはない（勝川
俊夫東京海洋大学教授）



除去できずに、基準以上に残るトリチウムは海水
で希釈されて放出。国の放出基準は１ℓあたり６
万ベクレル。飲み水のガイドライン（１万ベクレ
ル）よりも低い1,500ベクレル以下で流す



なぜ、タンクの水を海へ
流すことになったのか



なぜ海洋放出に決まったか

◎経産省の小委員会は２０１６年から検討を重ね、海洋放出が妥当と
判断。

・「地層注入」「地下埋設」「水蒸気放出」「水素放出」「海洋放
出」「長期保管」などの方法が検討された。
・「地層注入」「地下埋設」は、規制・技術・時間の観点から、難し
い。前例のある「水蒸気放出」と「海洋放出」が現実的な選択肢だと
された。
・「水蒸気放出」は、液体を気体の状態に蒸発させて水蒸気放出をお
こなった例は日本にはない。ALPS処理水に含まれるいくつかの核種
は固まって残ることが予想され、固まった残りは放射性廃棄物になり
ます。
◎「海洋放出」も世界中で実績のある手法。日本を含む世界の原子力
施設では、トリチウムを含む液体の放射性廃棄物が希釈され、各国の
規制基準を守る形で、海洋などへ放出されている。水蒸気放出とくら
べると、設備が簡易で、モニタリングもしやすい。処分を確実に実施
することができます。廃炉の一環なので長期保管はあり得ない。



NHKが海洋放出の理由を一番
分かりやすく報じた



NHKは、５案の比較を分かりやすく報じていた（2,019年
12月23日放送）
①基準以下に薄めて海に放出する
②加熱して蒸発させ、大気中に放出する
③電気分解して水素にして大気中に放出する
④地下深くの地層に注入する
⑤セメントなどに混ぜて板状にし、地下に埋める

▼大気放出は、1000度ほどの高温で蒸発させ、排気筒から大気中
に放出するもの。40年前、メルトダウンを起こしたアメリカ・ス
リーマイル島の原子力発電所で実績がある。▼地層注入は、適し
た用地を探す必要があり、監視する手法が確立されていない▼水
素にして大気へ放出する案は、さらなる技術開発が必要で水素爆
発の可能性もある▼地下埋設は、新たな規制が必要になることや
処分場の確保などが課題になる。これらは現実的な選択肢として
課題が多い



10万ｔの大型タンクの長期保管は妥当か
◎１０万ｔのタンクなら、１００基で済む。

●メリット

・風評被害が生じないこと。

・１２３年間保管すれば、放射能量は１０００分の１へ（グリーン
ピース）

●デメリット

・１基あたり数十億円の建設費用がかかり、高いコスト負担。

・１００年間保管は、復興の妨げになり、地元の同意が得られない

・１００年の間に地震で倒壊したら被害大きい

■海洋放出のほうがいずれタンクがなくなり、廃炉作業にとってよい。
世界中で海洋放出が行われている。他の方法と比べ海洋放出のほうが
現実的に妥当。ただし、できないことはなく、政治的な判断か。



③政府は2021年4月、海洋放
出を決定

以後、新聞の論調は「風評被害」にシフト。

海洋放出自体が生態系に悪影響とか人体に影響とか

不安を煽る報道はあまりない



政府が2021年4月に海洋放出を決めたあ
との論調。どの新聞も「風評被害の懸
念」に軸足を置いた

◎朝日新聞の記事から

・「海洋放出すれば、風評被害は
必至」

・「科学的には安全でも、風評被
害は避けられない」との懸念が強
い。



２１年４月14日記事。これも分断の例。解決しようとする姿勢が
見えるのはどちらか（右朝日と左読売は全く印象が違う）。



東京新聞の記事（2022・10・３）は意図的な捻じ曲げか

◎ガンマ線を測る測定器で「透
明な水を測って安全」は、印象
操作だ。トリチウムはガンマ線
の線量計では測定できないこと
は東電から説明を受けたのに。

◎毎日新聞は同じ状況の視察の
ルポ（20年9月20日付）で「線
量計の測定で記者のいる大気中
の線量と変わらないことを確認
した。しかし、タンクにはまだ
基準以上の放射性物質が残って
いる」と書いた。



琉球新報の社説（22年5月21日）
「・・漁業者が反対し、住民が懸念するのは当然だ。海洋放出は
無責任だ。
政府と東電は２０１５年に「関係者の理解なしには、いかなる

処分水の処分もしない」と約束したはずだ。・・・
矢ヶ崎克馬琉球大名誉教授（物性物理学）は「トリチウム水は

普通の水と同じ性質だが、質量が大きい分、気化もしにくく生物
濃縮も起きやすい。細胞内でＤＮＡを傷つける可能性がある」と
指摘する。東電が主張するように人体に影響はないと結論づけら
れるのか。
基準濃度以下ならトリチウム水の放出は認められてきたという。

福島第１の事故以前にそのような説明はされていただろうか。
・地確保やタンカーでの海上保管など、長期保管に向け検討す

べきだ。



佐賀新聞（共同通信）22年７月２３日。私見＝当事者意識に欠け
ると思うがどうだろうか
• 原子力規制委員会は７月２２日の会合で、処理水海洋放出計画の安
全性に問題はないとして計画を認可した。だが、認可は海洋放出の
安全性に関する評価に過ぎず、放出に反対する漁業者の同意を得る
ための有力材料となるとは思えない。

• 東電は「海洋放出ありき」の姿勢を改め、被災者の信頼回復に全
力を尽くすことから始めるべきだ。

• 浄化したものを「処理水」というが、トリチウムなど取り切れな
い放射性物質が含まれる汚染物質であることに変わりはない。

• だが、海洋放出に関してより重要なのは、これらの科学的、工学
的な評価ではなく、社会的な合意という問題だ。

• 東電は「地元の合意なしには放出はしない」としているし、地元
の事前了解を得る必要がある（ここは誤報）。

※「合意」の言葉は文書になく、「理解」が正しい言葉。合意しなく
ても、理解があれば、放出に賛成する可能性は残されている。



朝日（22年8月17日社説）見出しは「説明と対話尽くさね
ば」（私見＝過激な地方紙に比べればかなり穏健）

•処理水に残る放射性物質のトリチウムは、稼働中の内外の原発
も海などに流している。今回の計画では国の基準の４０分の１
未満に薄め、年間放出量を事故前の目標以下にする。国際原子
力機関は、４月の報告書で、海洋放出による放射線の影響は
「規制当局が定める水準より大幅に小さいと予測していること
が確認された」とした。

•一方で、漁業者らは計画に納得していない。基準以下にしても、
事故原発からの放出には不安が残り、風評被害が懸念されるか
らだ。規制委の意見公募には、さまざまな疑問や反対の声も寄
せられた。



【分断】新聞では批判的なトーン「朝
日、毎日、東京、共同通信」と安全性
を強調する「読売と産経」陣営に分か

れた。

同じ地方紙でも風評被害を直接受ける
福島の地方紙と福島とは関係のない他県の

地方紙に分かれた
当事者意識の差といえる



記者は自由に書けるのか

◎朝日の知人が、現役の記者
時代には書けなかった記事を
週刊金曜に書きましたといっ
て送ってくれた。確かにいく
らHPVワクチンに批判的でも、
記者が自由に自分の思いを書
けるわけではない。



報じないことで新聞の
カラーが分かることも



２２年７月１９日、「原子放射線の影響に関する国連科
学委員会」が日本記者クラブで会見。報じない恐ろしさ。

◎翌日の新聞で「福島の放射
線影響で国民に健康被害な
し」と報じたのは読売新聞の
み。朝日、毎日は過去に似た
報道をしたとはいえ、安全な
情報は報じられない傾向があ
る。国民は危ない情報ばかり
に接する。安全だという情報
をだれが国民に伝えるのか、
これも大きな課題だ。福島の
地元紙は正確に報じた。



結論、福島を除く地方紙は当
事者意識に欠ける（私見）

福島産を「避けたい」と思っている消費者は、福
島から離れるほど高いというアンケート結果（関

谷東大准教授）がある。

風評解消に必要なのは、事実を正しく伝えること
だが、福島以外の地方紙は意外に関心が低い。自

分の問題ではないからだ。

それが社説の論調に現れている。



福島県以外の県は福島の検査実態を知らない（関谷東大准教授の
講演から）。地方紙が不安を呼ぶ記事を多く載せているからでは
ないか（私見）。



大半の地方紙は反対（晴川雨読氏のブログから）



「汚染水」と呼ぶメディアこそが風評の犯人（福島在住
のフリージャーナリストの林智裕氏の記事から）



④国が科学的事実を伝えよう
としてもメディアは非協力的
科学的事実を子供たちに伝えるのは政府しかいな
い。しかし、メディアは政府の発表をそのまま報
じない傾向がある。メディアは安全な情報を届け
ようとしない。つまり、安全情報は国民に届かな

い。むしろ、妨害しているケースがある



復興庁のチラシ。自治体に行き渡らない。国は何
をすればよいのか



このチラシ配布は「赤旗」が
２２年２月４日に先行報道

記事の内容は「海に流す際の問題点、住民の不安
について一切ふれていない。共産党地方議員団が
福島の７自治体と岩手県内の１２自治体に配布中

止を申し入れた」



国が科学的事実を記したチラシ配布に自治体が拒否の動きを報
じる（朝日22年3・3）。処理水が危険のイメージを与える。



風評被害と報道の関係。反対活動の報道は風評に関係す
るか。
◎風評被害の解消には、科学的に確かな安全情報を国民
に知らせることが必須（関谷直也・東京大学准教授）。
しかし、風評被害が懸念されると書きながら、漁業者が
「風評被害が起きるのが心配だ。海洋放出で風評は起き
るので反対だ」という声ばかりを報じている（朝日、毎
日、東京、共同通信が特に）

◎ただし、福島の地元紙は安全な情報をしっかりと報じ
た。福島民友新聞の「トリチウムって？」（2020年2
月・４回シリーズ）は出色の出来映え。危険だと市民団
体が言う有機結合型トリチウムは、「セシウムの被ばく
のほうが370倍も高い（田内広・茨城大学教授）」など
を載せた。



⑤メディアは風評被害防止に
何を伝えるべきか

新聞は、科学的な事実よりも、「不安を感じた
人」「海洋放出に反対する人たちの声を大きく載

せる」ことに重きを置いているのでは



NHKおはようニッポン（23・6/21）福島の漁業者と国の話し合い
「科学的に安全なのに、なぜ安心できない」と報じた。それを考
えるのは国や東電の役目。（メディアの役目には触れず）。



国・東電と地元関係者の会議（23/6/13）「国が安全だと断言してほし
い」「海外の風評対策を徹底してほしい」の意見。やはり風評と安全・安
心がテーマ（テレビユー福島の放映）



日本テレビ「NEWSZERO」（23/6/20)韓国で塩が買いだめで棚から
消える。日本の海洋放出で塩を取る海が汚染。科学的に海水と同じ
なので生態や人への影響なしと専門家の意見を紹介



有藤（うどう）アナの締めの言葉「国はあきらめることなく言い
続けることです」。やはり主役は国のようだ。風評を鎮めるのは
国の役割。

◎茨城大学の鳥養氏は
科学的な事実を述べた。
◎落合陽一氏のコメン
ト「いくら科学的な事
実を言っても、不安に
なるのをゼロにはでき
ない」。安全でも安心
できないをどうするか
が課題か。



毎日新聞千葉版6/16.。事故当時中学生だった記者が訪れた。国や東電が
不安を払う努力を。「県内の漁業関係者には海洋放出に不安を抱える人が
多い。理解を得るための活動をきちんと続けてほしい。このまま理解が十
分に得られずに放出したら、地元への裏切り」と記者が自身の考えを吐露。



朝日新聞5/30から５回連載「てんでんこ」。不安を煽っていないが、締め
は「住民の疑問に答え、議論を重ねるっことが大切。対話なしに政策を決
めても住民の怒りを買うだけ」（スリーマイル事故が起きた市長の言葉）



あのTBS報道特集は

消費者の意識だけでなく、流通事業者
のシフトが問題。（全く正しい指摘）

■全漁連会長「いったん失った販路は
取り戻せない。



TBS報道特集の締め＝「風評対策が万全ではない。風評対策と言
いながら国・東電は何もやっていない」との漁師の声。森田貴己
氏（水産庁）「科学的には安全。しかし、風評対策は不十分」。



放射性物質を理由に福島産を避ける」は過去最低の5.8％（消費者
庁の意識調査23/3/10公表）。ならば風評は生じないはず？



ＴBS報道特集（21/2/27）海洋放出決定前の放送。漁師の苦悩を追ったと
始まり。消費者の買い控えは12％ほど。風評は消費者が原因ではない。東
京中央卸市場のマガレイのシェア（17％→１％へ激減）。市場の構造が問
題。イオンの鮮魚便も紹介。



東京新聞社説23・5・26。見出し「放出ありきは許されぬ」

•国際原子力機関（ＩＡＥＡ）が六月末までに公表する最終報告
書を受けて、日本政府は今夏にも海洋放出を始める計画だが、
処理水の安全性に対する懸念は依然、払拭されておらず、放出
を前提に進めることは許されない。

• 中国や台湾にも海洋放出を不安視する声がある。特に韓国で
は政府やメディアが「汚染水」と呼ぶなど反発が強く、福島な
ど八県の水産物輸入禁止も続けている。

• 日本政府は、処理水に含まれるトリチウムは放射線の力が弱
く、海外でも海洋放出されているとして安全性をアピールして
いるが、日本国内でも福島県の漁業関係者を中心に、風評被害
を心配する声は消えておらず、健康被害への疑いも晴れていな
い。

• 海洋放出は三十年にわたるとされ、現状では安全性が十分に
担保されているとは言い難い



こういう報道で風評は抑
制されないのでは



メディアはトリチウム水の本質を伝えたい

◎トリチウムは、宇宙線が大気で反応しても発生する。大気、飲
み水、川、体内にも存在する。人体に蓄積しない。

■それも重要だが、韓国、カナダ、フランスでも放出されている
が、風評被害は起きていない。世界の常識は、日本でもやはり常
識という点が一番響く。

■青森の再処理工場が動くと、もっと大量のトリチウムが発生す
る。そのためにも、いま誤解を解いておくことが重要。

■トリチウム水については、テレビも新聞も「風評」が懸念され
ると報道している。所沢のホウレンソウで起きたダイオキシン騒
動は、大手流通事業者が「取引停止」を発表してからマスコミが
騒ぎ、実際に風評被害が起きた。流通事業者との連携は必要。





日本の原発周辺海域のトリチウム濃度。０・１ベクレル
程度。全く問題になる濃度ではない（水産庁調べ）



事の本質は世界の原子力施設がトリチウム処理水
を放出していること（６２種の除去が前提）



各国の原子力施設が海や大気に放出している年間のトリチウム量（年によって差あり、経済

産業省の資料などを基に小島が作成） 

日本 今後、海へ流す予定の福島の処理水 ２２兆ベクレル 

 川内原子力発電所（2017 年度） ４６兆ベクレル 

 大飯原子力発電所（2019 年度） ５６兆ベクレル 

 伊方原子力発電所（2019 年度） １６兆ベクレル 

韓国 古里原子力発電所（2017 年） ５５兆ベクレル 

 月城原子力発電所（2017 年） １４０兆ベクレル 

中国 大亜湾原子力発電所（2002 年） ４２兆ベクレル 

カナダ ダーリントン原子力発電所（2015 年） ２４１兆ベクレル 

フランス トリカスタン原子力発電所（2015 年） ５４兆ベクレル 

英国 ヘイシャム B（2015 年） ３９０兆ベクレル 

 セラフィールド再処理施設（2015 年） １５４０兆ベクレル 

米国 ディアブロキャニオン（2002 年） ５１兆ベクレル 

 



日本の報道のあり方も関
係しているのか？

「ワールド・オブ・ジャーナリズム」が2017年に報告

２０１３年に日本の７４７人（うち女性１８％）に聞い
た。各国の比較がおもしろい



「事実をありのままに報
道すること」に対して

日本の記者は６５％の記者が「非常に重要」と答えた

米国、英国、フランス、ドイツでは９割以上の記者が
「とても重要」と答えた。なぜ、日本は低いのか！







処理水のイメージをどう伝えるか。共感の輪は可能か

◎「ハイ！ どうぞ」灰を買って
くださいのメッセージ。垂水市が
企画。

◎裏を見ると「桜島の降灰、垂水
市民の苦悩」とあり、内容量は
「ありがたくない、空からの恵み
100cc」。値段は１００円。使用
期限については、「皆様の興味が
無くなるまで」◎ユーモアで共感
を呼ぶ。素晴らしいアイデアだ。

■処理水の缶詰、ボトルはどうか。



海外の認識をどう変えるか。今後の大きな課題（関谷氏
の講演から）



結論＝今後、風評被害の解消にメ
ディアは何を報じるべきか

◎検査結果など事実をありのままに報道する

◎建設的な提言を盛り込んだ社説や報道

◎風評対策に取り組む活動をもっと報じる

◎反対運動の報道に偏らない
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